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はじめに

新発田市を取り巻く環境は、人口減少、少子高齢化、地方創生、地域防災、持続可能

な開発目標（ＳＤＧｓ）、情報通信技術（ＩＣＴ）の進展、社会資本の老朽化、ライフ

スタイルの多様化など大きく変化しており、市民と行政が一体となり市政運営を推進し、

持続可能なまちづくりを進める必要があります。また、市の業務が増大・複雑化してい

ることに対応し、限られた「人材」（職員）の中で、効率的・効果的な行政運営が求め

られています。

このような中で、新発田市の未来に向けて住みよいまちづくりを推し進めていくには、

時代の変化に対応し、市民から信頼され、将来にわたり質の高い行政サービスを提供す

る「人材」（職員）が必要です。

新発田市職員研修計画は、人材育成基本方針の市が求める「人材像」を目指し、研

修制度の方向を示すものです。

Ⅰ 基本方針

「新発田市人材育成基本方針」に基づき、『行政サービスの知識・技術力が豊富で、

人間力豊かな人材』を求める人材像とし、具体的には次に掲げる７項目の人材育成を目

指し、職員研修を実施します。

１ 時代の変化に迅速かつ柔軟に対応できる人材

２ 市民感覚あふれる人材

３ チャレンジ精神の旺盛な人材

４ 優れた知識と知恵を持つ人材

５ 徹底したコスト意識を持つ人材

６ 従来の公務員意識（固定観念）を打破する人材

７ 行政のプロとして「志」の高い人材

（「新発田市人材育成基本方針」から抜粋）

職員に求められる能力や知識が、専門的かつ多様化しており、時代の変化に即応でき

る能力を持った職員の育成のためには、人事評価の結果や研修の効果測定などから研修

ニーズの把握に努め、個人に着目した人材育成、職員の主体的な能力開発を推進します。
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Ⅱ 職員研修の方策

職員研修は、研修と啓発によって職員個人の能力の向上を図ろうとするものであり、

「自主研修（自己啓発）」、「職場研修」、「職場外研修」の３つの大きな柱立てによって

展開していきます。

１ 自主研修（自己啓発） 【SD：Self Development】

自ら学習する職員やグループの自己啓発の意欲向上のために、自主研修を推進

していきます。

２ 職場研修 【OJT：On the Job Training】

職場研修は、日常業務の中で研修と啓発によって職員個人の能力の向上を図

ろうとするものです。自治体職員としての自覚を高め、職務に必要な知識、技

能等の付与及び教養の向上に努めていきます。また、職場外研修の成果を助長

するよう支援していきます。

３ 職場外研修 【Off-JT：Off the Job Training】

市の重点的取組やまちづくりに関してより認識を深めるため、新規採用職員を

はじめ若手職員を中心に体験型の要素を取り入れた研修を実施します。

また、行政職員として必要な基礎的知識・実務等を身に付けるため、会計事務

などの実務研修を計画的に実施するとともに、保育士や技士などの専門職につい

ては、専門分野のスキルアップのため、知識・技術習得のための研修を実施します。

時代に即したより高度な知識の修得のため、専門機関への派遣や、意識改革の

ため民間企業等への派遣研修を実施します。

職員研修体系

自主研修

新規採用職員研修

職場研修

職場外研修

一般研修

派遣研修

初級職員研修

中級職員研修

上級職員研修

監督者研修

専門研修

その他研修
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令和５年度職員研修体系

自分育成研修

職場研修 職場研修

一般研修 新規採用職員研修 新採用職員研修

技能労務職員研修(隔年開催 R5実施なし)

初級職員研修 一般職員研修第１部

中級職員研修 一般職員研修第２部

主任研修

上級職員研修 係長研修

課長補佐級職員研修

監督者研修 課長級研修

専門研修 税務事務基礎研修

固定資産税事務基礎研修
(課税)

※

固定資産税事務基礎研修
(家屋評価(木造中心))

※

固定資産税事務基礎研修
(土地評価)

※

市町村民税事務基礎研修(個人) ※

市町村民税事務基礎研修(法人) ※

徴収事務基礎研修

財務事務基礎研修

契約事務基礎研修 ※

簿記基礎研修 ※

地方公会計事務基礎研修 ※

給与事務基礎研修

マイナンバー制度基礎研修 ※

人事評価者基礎研修

説明力向上研修

クレーム対応力向上研修

ファシリテーター養成研修

保育士、幼稚園教諭のためのコ
ミュニケーション力向上研修

業務改善研修

データ活用力向上研修

ハラスメント防止研修

職
員
研
修

自
主
研
修

※印の研修は、リモート形式（受講者がZoomにより各市町村庁舎等から参加）で実施することを予
定しています。

職
場
外
研
修 階

層
別
研
修
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一般研修 民法基礎研修（総則、物権、債
権、家族）

※

法制執務研修

ロジカルシンキング研修 ※

発想力・企画力向上研修

マニュアル作成研修

タイムマネジメント研修 ※

事務ミス防止研修

接遇マナー基礎研修

ＤＸ推進研修 ※

専門研修 行政法入門 ※

会社法入門

地方財政

簿記・会計Ⅰ（基礎編）

データの基礎と情報分析

地域を活性化するマーケティン
グの基本

※

戦略的情報発信 ※

プレゼンテーション（伝え方強
化）

読み手の心を動かす資料作成 ※

交渉力を高める

女性のためのキャリアサポート

良い職場を作るコミュニケー
ション

働き方改革が進む業務マネジメ
ント

配慮を必要とする方に対しての
理解と対応

新潟県政策形成・専門研修

その他研修 人事評価制度研修

ハラスメント防止研修

カスタマーハラスメント防止研修

デジタル人材育成研修

情報セキュリティ研修

コンプライアンス研修

交通安全研修

自殺対策職員研修

普通救命講習会

障がい者差別解消法に関する研
修

認知症サポーター養成講座

実務研修

要望研修

※印の研修は、リモート形式（受講者がZoomにより各市町村庁舎等から参加）で実施することを予
定しています。

職
場
外
研
修

[Eラーニング]

[Eラーニング]
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一般研修 その他研修

新規採用職員前期研修

新規採用職員後期研修

ステップアップ研修

係長・管理監督者等メンタルヘ
ルス研修

衛生管理者研修

衛生委員会・衛生管理者等研修

保育士研修

技士研修

用務手研修

保健師研修

男女共同参画社会形成研修

人権・同和教育啓発推進講座

同和問題研修

部落解放新潟県研究集会

新潟県人権保育研究集会

部落解放関東女性集会

人権・同和問題講演会

全国人権保育研究集会

全国人権啓発研究集会

不当要求行為等防止責任者講習会

新発田地域広域行政圏構成市町
職員研修

派遣研修 市町村中央研修所

市町村国際文化研修所

民間企業

新採用職員向け研修

若手職員向け研修

健康管理に関する研修

専門職に関する研修

人権・同和問題に関する研修

他団体主催講習会等

職
場
外
研
修
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Ⅲ 令和５年度研修計画

１ 自主研修

自己啓発は、職員の能力開発にとって最も基本となり効率的です。日頃から自

らの能力を高め継続的に自主研修を行うという意思を醸成させ、職員が自己啓発

に取り組みやすい職場環境づくりを促すための情報提供を充実させ、自己啓発を

奨励支援します。

２ 職場研修

所属長は、その所属する職員に、業務に必要な知識修得や法的な枠組みなど現

状の問題点の議論、改善活動について、個別的または集団的に職場研修（ＯＪＴ）

を行います。

３ 職場外研修

（１）一般研修

階層別研修や専門研修を必要に応じて実施するとともに、専門研修については、

公募又は推薦により受講職員を募集します。

また、事務処理の効率化のため、各種事務処理研修や全体研修を実施します。

研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

自分育成研修 全職員
市民対応向上のために、担当以外の業務に
ついて進んで学ぶ。

新発田市の歴史等 随時

研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

職場研修 課等員 職場研修の促進 各職場にて設定 随時

研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

○新規採用職員研修（階層別研修）

新採用職員研修
(新潟県自治会館)

新規採用職
員（技能労務
職員を除く）

・職員としての自覚と意識の確立を図
る。
・職務遂行に必要な基礎知識、スキルを
修得し、職場への適応能力を養う。

講話、地方公務員とし
ての必須知識、仕事の
基 本 、 ビ ジ ネ ス マ
ナー、健康管理、文書
事務、地方自治制度、
地方公務員制度、公務
員倫理（事例研究）

4～5 月

技能労務職員研修
(新潟県自治会館)

技能労務職
員

・公務員としての自覚と意識の確立を
図る。
・自己の健康管理、公務員倫理、職場の
人間関係について理解する。

健康管理・メンタルヘ
ルスと職場の安全管
理、公務員倫理（事例
研究）、職場の人間関
係、講演

令和 5 年
度は実施
なし
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研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

○初級職員研修（階層別研修）

一般職員研修第１部
(新潟県自治会館)

採用後 3 年
～7 年目（技
能労務職員
を除く）

・職務上必要な基礎的知識及びスキル
を習得し、職務遂行能力の向上を図る。
・業務を行う上での健康対策として、心
の健康管理を習得する。

【行政・技術職】
法律基礎、予算と財務
事務、政策形成の基
礎、情報公開・個人情
報保護制度
【専門職】
分かりやすい文章の
書き方、カウンセリン
グマインド、公務員倫
理（事例研究）
【共通】
メンタルヘルス、講演

6～11 月

○中級職員研修（階層別研修）

一般職員研修第２部
(新潟県自治会館)

採用後 8 年
～12年目（技
能労務職員
を除く）

・教養を深め、中堅職員としての視野の
拡大を図る。
・交渉・折衝能力を向上させ、対立局面
を打開し、合意形成を図る力を養う。

これからの自治体行
政、経済事情、講演、
交渉力・折衝力

6～11 月

主任研修
(新潟県自治研修所)

主任 ・所属の中核プレイヤーである主任に求
められる能力として、問題発見と解決の
スキルを身につける。

役割認識、問題発見、問
題解決

9～11 月

○上級職員研修（階層別研修）

係長研修
(新潟県自治研修所)

係長 ・係長に求められる業務管理・リスク管
理などのマネジメントスキルやＯＪＴ
の基本的な考え方を学ぶ。
・良好な職場環境を作るために必要な
リーダーとしてのコミュニケーション
と部下・後輩へのケアの仕方を習得す
る。

マネジメントの基本、
コミュニケーション向
上、メンタルヘルス

6～9 月

課長補佐級研修
(新潟県自治研修所)

課長補佐等 ・上司と現場の架け橋となるための、
リーダーシップとフォロワーシップの
二つの役割について学ぶ。
・自身及び部下が働きやすい職場を実
現するために、メンタルヘルスに関する
知識・スキルを習得するとともに、職場
の改善計画を考える。

マネジメントの振り返
り、補佐職の役割、メン
タルヘルス、風通しの
よい職場づくり

7 月

○監督者研修（階層別研修）

課長級研修
(新潟県自治研修所)

課長等 ・急激に環境が変化する中、求められる
役割を多面的に捉え、自組織の業務を変
革する視点を養う。
・変革の実現に向けて、変革リーダーと
してのあり方を学ぶとともに、変革のた
めの実践力を身につける。

リーダーシップ 6～7 月
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研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

○専門研修

税務事務基礎研修
(新潟県自治会館)

税務事務経
験おおむね1
年未満

税務職員として職務を遂行するために
必要な基礎知識を習得する。

税務職員のための民
法、地方税概要、市町
村税概論、総則、事例
研究

7 月

固定資産税事務基礎研
修(課税)
(新潟県自治会館)

固定資産税
事務経験お
おむね 1 年
未満

固定資産税事務(課税)の遂行に当たっ
て必要な基礎知識を習得する。

固定資産税（課税） 6 月

固定資産税事務基礎研
修(家屋評価(木造中
心))
(新潟県自治会館)

固定資産税
(家屋評価)
事務経験お
おむね 1 年
未満

固定資産税事務(家屋評価)の遂行に当
たって必要な基礎知識を習得する。

固定資産税評価（家屋
評価(木造中心))

8 月

固定資産税事務基礎研
修(土地評価)
(新潟県自治会館)

固定資産税
(土地)事務
経験おおむ
ね 1 年未満

固定資産税事務(土地評価)の遂行に当
たって必要な基礎知識を習得する。

固定資産税評価（土地
評価）

7 月

市町村民税事務基礎研修
(個人)
(新潟県自治会館)

市町村民税
(個人)事務
経験おおむ
ね 1 年未満

個人の市町村民税事務の遂行に当たっ
て必要な基礎知識を習得する。

個人の市町村民税 10 月

市町村民税事務基礎研修
(法人)
(新潟県自治会館)

市町村民税
(法人)事務
経験おおむ
ね 1 年未満

法人の市町村民税事務の遂行に当たっ
て必要な基礎知識を習得する。

法人の市町村民税 10 月

徴収事務基礎研修
(新潟県自治会館)

徴収事務経
験おおむね1
年未満

市町村税等の徴収事務を遂行するに当
たって必要な基礎知識を習得する。

徴収事務の基本 7 月

財務事務基礎研修
(新潟県自治会館)

財務事務経
験おおむね1
年未満

財務事務担当職員として職務を遂行す
るために必要な基礎知識を習得する。

地方財政制度、予算、地

方交付税制度、収入・支

出、契約、地方債制度

6 月

契約事務基礎研修
(新潟県自治会館)

契約事務経
験おおむね1
年未満

契約事務の遂行に当たって必要な基礎
知識を習得する。

契約事務の基礎知識、
契約書の読み方、作り
方

8 月

簿記基礎研修
(新潟県自治会館)

一定程度の簿

記の知識を有

していない者

で地方公会計

事務経験おお

むね 1 年未満

職員

地方公会計制度に関する基礎知識を習得
するため、複式簿記の基本を学ぶ。

複式簿記の基礎 9 月

地方公会計事務基礎研
修
(新潟県自治会館)

一定程度の簿

記の知識を有

している者で

地方公会計事

務経験おおむ

ね 1 年未満職

員

統一的な基準による財務書類の基本を学
び、地方公会計制度に関する基礎知識を
習得する。

地方公会計の基礎 9 月
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研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

給与事務基礎研修
(新潟県自治会館)

給与事務経
験おおむね1
年未満

給与事務を遂行するために必要な基礎
知識を習得する。

給与制度の概要、給与
制度演習、事例研究

6 月

マイナンバー制度基礎
研修
(新潟県自治会館)

特定個人情報

事務取扱担当

者、特定個人

情報事務取扱

部署の管理職

員

マイナンバー制度について理解を深め、
特定個人情報の取得・利用・保管・廃棄
等の適正な取扱い及び情報漏えい防止対
策等の実務上の留意点について学ぶ。

マイナンバー制度の概
要、特定個人情報保護、
特定個人情報の取得・
使用・提供・保管・廃棄
等の実務対応、最新の
動向

6 月

人事評価者基礎研修
(新潟県自治会館)

希望者 人事評価制度の意義や一次評価者、二次評価

者の評価における留意点を理解する。

人事評価の意義、能力
評価と業績評価、目標
による管理、評価者の
心得、評価における留
意点

5 月

説明力向上研修
(新潟県自治会館)

希望者 分かりやすく説明をすることで相手の理
解を促進し、納得が得られる“伝わる”
説明の仕方を体系的に学び、説明力を向
上させる。

今なぜ説明力か？、分
かりやすい説明の原
則、説明の効果をあげ
るポイント、説明演習、
説明は双方向のコミュ
ニケーション

9 月

クレーム対応力向上研修
(新潟県自治会館)

希望者 ・クレーム対応の基礎を学び、クレーム
対応の重要性を理解する。
・実習を通じて実践的なクレーム対応
方法を習得する。
・クレームに強い組織、風土を確立する
ための考え方、実践の方策を習得する。

クレーム対応の基礎
知識、クレーム対応の
心構え、ヒアリングの
技法、納得を引き出す
技法、クレーム対応の
基本フロー、困難なク
レームへの対応法、ク
レームに強い組織づ
くり

10 月

ファシリテーター養成
研修
(新潟県自治会館)

フ ァ シ リ
テーターの
基礎知識・ス
キルを必要
とする者

・会議や住民との協働作業（ワーク
ショップ）におけるファシリテーター（促
進役・解決支援者）の役割と重要性につ
いて理解する。
・会議や住民との協働作業（ワーク
ショップ）における議論や問題解決の場
面においてファシリテーターに必要なス
キルを習得する。

ファシリテーターと
は、演習、まとめ

8 月

保育士、幼稚園教諭の
ためのコミュニケー
ション力向上研修
(新潟県自治会館)

受講を希望
する保育士、
幼稚園教諭

子どもを取り巻く環境が近年大きく変化
している中、子育て支援の一環を担う者
としての対人間関係能力を向上させる。

保育士・幼稚園教諭の
ためのコミュニケー
ションとは、保育者間
の信頼関係を高めるコ
ミュニケーション、職
場の問題を解決へ導く
アプローチ、自発性を
引き出すコーチング

8 月

業務改善研修
(新潟県自治会館)

希望者 ・業務改善の着眼点、改善の手法、手順
を身につける。
・改善改革を阻害している考え方のク
セ、思い込み、先入観に気づき、意識改
革を行う。

仕事（業務）の点検と
改善、自己変革課題

9 月



- 11 -

研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

データ活用力向上研修
(新潟県自治会館)

希望者 データに関する問題点や課題を理解し、
正しい情報の読み取り方及びデータの
活用方法を身に付ける。

データリテラシーの
必要性、アンケートの
留意点、データ加工の
留意点、データ解釈の
留意点 など

9 月

ハラスメント防止研修
（新潟県自治会館）

希望者 セクシャルハラスメント、パワーハラス
メント等の定義を理解し、ハラスメント
が発生する原因を考え、防止する力を身
に付ける。

ハラスメント予防へ
の認識、セクシャルハ
ラスメントの知識と
認識、パワーハラスメ
ントの知識と認識

8 月

民法【総則、物権、債権、
家族】
(新潟県自治会館)

希望者 民法（総則、物権法、債権法、家族法）
について学習し、業務遂行のベースとな
る基礎知識を身につける。

総則、物権法、債権法、
家族法

10 月

法制執務
(新潟県自治会館)

希望者 法令等の基本形式や条例・規則の制定改
廃の基礎知識を習得し、法制執務能力の
向上を図る。また、今後求められる自治
体法務の考え方を事例等により学習す
る。

コンプライアンスと
地方分権改革、分権時
代の行政運営、自治体
の政策形成、法制執
務、一般地方自治制度
上の政策課題

7 月

ロジカルシンキング
(新潟県自治会館)

希望者 論理的思考の体系を理解し、客観性・妥
当性があり多くの人が納得できる思考
の手法を、演習を交えながら習得する。

ロジカルシンキングと
は何か、ロジカルシン
キングの基本・応用、
総合演習

9 月

発想力・企画力向上
(新潟県自治会館)

希望者 発想力が必要となる背景を理解すると
ともに、従来の枠組にとらわれない新た
な発想を行うための視点を習得する。
また、発想の阻害要因も理解した上で、
新たな施策を企画立案する演習を通じ
て、発想を具体的な企画にまとめていく
ための手法を身に付ける。

発想から企画立案まで
の基本的な流れ、自治
体を取り巻く環境と発
想力、発想の出し方、現
状調査・分析の方法、発
想を企画にまとめる

9 月

マニュアル作成
(新潟県自治会館)

希望者 業務の効率化や標準化の観点から、マ
ニュアルを作成する際に必要な手順と留
意点について、体系的に習得する。

マニュアル作成のねら
い、手順、進め方の検
討・決定 など

10 月

タイムマネジメント
(新潟県自治会館)

希望者 タイムマネジメントの基本的な考え方や
具体的な手法を習得するとともに、情報
共有による時間の有効活用や時間を大幅
に費やす原因となるトラブルへの予防・
対処方法についても理解することで、業
務の効率化を図る。

時間管理について考え
る、自分のワークスタ
イルを知る、タイムマ
ネジメントの原則、自
分の仕事を検証し改善
する、QCDR を明確に
する など

10 月

事務ミス防止
(新潟県自治会館)

希望者 事務ミスの発生要因を理解し、個人又は
組織として事務ミスを防止するための効
果的な対策や仕組みについて学ぶ。

ミス防止の考え方、仕
事の流れの見直し、適
正なチェックを行う、
ミス防止のための仕組
みと仕掛け、ミス防止
計画作成

11 月
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研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

接遇マナー基礎
(新潟県自治会館)

希望者 実際の接遇の場面において、所作の違い
による印象の与え方等を比較し、接遇の
ポイントを学ぶ。また、ロールプレイン
グを通じて実践的な接遇スキルを身に付
けることにより、職場における接遇レベ
ルを向上させる。

接遇で求められるレベ
ル、「顧客（住民）満足
＝ＣＳ」とは、ＣＳを支
える基本マナー、き
く・話す、来庁者対応時
のマナー、電話応対、
メール など

6 月

ＤＸ推進
（新潟県自治会館）

希望者 ＤＸ（デジタルトランスフォーメーショ
ン）が推進される中、業務でオンライン
を活用していくために必要な基礎的な
知識や全国的な活用事例等を学ぶ。

社会の変化とＤＸの推
進、オンライン活用事
例、オンラインでの情
報発信のポイント、こ
れからのオンライン活
用と課題、これからの
公務員の働き方

11 月

行政法入門
(新潟県自治研修所)

希望者 行政事務の根拠となっている行政関係
法規の背後にある基本的な考え方や最
新の関係法令の動向を理解することに
より、適正な業務執行に必要な知識・能
力を身に付ける。

行政法の基礎、様々な
行政手法と法理、情報
公開・個人情報保護、
行政手続法、行政救済
法

9 月

会社法入門
(新潟県自治研修所)

希望者 会社法に関する基礎的な理解を深める
ことにより、適正な業務執行に必要な知
識・能力を身に付ける。

会社法とは、株式会社
の設立、株式、株式会
社の機関、株式会社の
計算、会社の消滅

未定

地方財政
(新潟県自治研修所)

希望者 地方財政の現状・制度等に関する基礎知
識を習得するとともに、県（市町村）財
政の課題を理解する。

国と地方、新潟県の財
政、決算収支、地方財政
計画、地方税原則 など

8 月

データの基礎と情報分
析
(新潟県自治研修所)

希望者 様々な統計資料、データを活用する観点
から、データの活用方法、分析の基礎的
な能力を身に付ける。

データを扱う上で必要
なこと、データを読む
ための基本的なルール
など

未定

地域を活性化するマー
ケティングの基本
(新潟県自治研修所)

希望者 自分の地域の強みや弱みを的確に捉え
た上で、その特性を活かした独自の戦略
を立て、情報発信する上で基本となる
マーケティング手法及び活用法を学ぶ。

マーケティングとは何
か、マーケティング戦
略の立て方、環境分析
など

10 月

戦略的情報発信
(新潟県自治研修所)

希望者 短期目標や単一ステップで行う情報発
信ではなく、中長期的な観点で情報を届
けたい相手の状況に応じたステップを
踏む情報発信の手法を習得する。

今、求められている自
治体の情報発信、戦略
的な情報発信のポイン
ト など

未定

簿記・会計Ⅰ（基礎編）
(新潟県自治研修所)

簿記基礎会
計 ( 自 治 会
館 ) を 受 講
し、さらに簿
記知識の向
上を図りた
い方

民間企業等の会計を理解するために必要
な簿記・会計の基礎知識を習得します（日
商簿記 3 級レベル）

簿記の概要、日常取引
の処理（仕訳）、補助簿
の記載、決算の処理、決
算書（財務諸表）の作成

10 月
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研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

プレゼンテーション(伝
え方強化)
(新潟県自治研修所)

希望者 プレゼンテーションの成功のステップ
や、「良いプレゼンテーション」に必要な
基本の要素を学び、聞き手に「伝わる」
プレゼンテーションのスキルを習得す
る。

プレゼンテーション成
功のステップ、目的を
明確にし、聞き手を知
る、伝える技術を身に
付ける など

未定

読み手の心を動かす資
料作成
(新潟県自治研修所)

希望者 ナッジ理論を活用した、読み手の心を動
かす資料作成の手法を習得する。

※「ナッジ理論」
相手に選択の余地を残しながらも、相手
が自発的により良い選択をするように導
くアプローチの手法

ナッジ理論を活用し、
読み手の心を動かす資
料を作成する、パター
ン別！ナッジ理論活用
法 など

未定

交渉力を高める
(新潟県自治研修所)

希望者 交渉の意義を理解するとともに、ロール
プレイを通じた事例演習を通じて、交渉
の事前準備や手順・方法論等に関する実
践的な知識・スキルを習得し交渉力の向
上を図る。

交渉の流れ、事前準備
の重要性、説得の方法、
交渉の実際 など

9・11 月

良い職場を作るコミュ
ニケーション
(新潟県自治研修所)

希望者 職場でのより良い人間関係や協力関係
を築くために必要なコミュニケーショ
ンスキルを習得することにより、組織と
しての生産性向上を図る。

コミュニケーションの
基本、仕事を円滑にす
るホウ・レン・ソウ な
ど

11 月

配慮を必要とする方に
対しての理解と対応
(新潟県自治研修所)

希望者 障害のある方など、周囲からのサポート
を必要とされる方々の立場に立って支
援する視点、基礎的な知識を獲得し、接
し方のマナーを身につける。

接遇の基本、障害者差
別解消法を理解する、
配慮を必要とする方に
ついての理解と支援方
法

10･11 月

働き方改革が進む業務
マネジメント
(新潟県自治研修所)

係長以上 「働き方改革」の実現を目指し、業務の
効率を上げるための部下とのコミュニ
ケーションや業務見直しの視点を検討
し、職場での業務改善に一歩踏み出す力
を養成する。

職場の現状を知る、業
務の効率を上げるコ
ミュニケーションの活
用 など

未定

新潟県政策形成・専門
研修
(１)政策形成／実践
(２)リーダーシップ
(３)行政法務
(４)経営分析
(新潟県自治会館)
※県との合同

(１)勤続年
数 3 年以上
かつ 45 歳未
満の職員
(２)課長補
佐級又は係
長の職にあ
る 40 歳以上
の職員
(３)(４)主
事・主任級職
員

(１)国の指針に頼らずに地域の実情に
応じた独自の政策を立案できる能力（政
策形成能力）を養成する。
(２)監督職の職員を対象として、組織講
堂及び人的資源管理の講義やケースス
タディで理論を学ぶとともに、職場での
実践を通して、業務遂行や組織経営に役
立つリーダーシップを体得する。
(３)行政を取り巻く様々な法分野の中
から複数テーマを取り上げ、テーマに係
る講義・演習を繰り返すことで、法令の
解釈・運用能力、訴訟・紛争の解決能力
を養成する。
(４)講義及び演習を通して財務諸表の
分析手法を学び、経済活動を経営的な視
点から理解・判断できる能力及び企業等
の経営状況を分析できる能力の向上を
図る。

講義、演習、グループ討
議 など

未定
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研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

○その他研修

人事評価制度研修
(市)

全職員 人事評価制度の基本的な考え手法を理
解するとともに、目標設定から評価まで
のプロセスを学び、更なるレベルアップ
を図る。

講義・演習 ５月
12 月

ハラスメント防止研修
（市）

係長以上の
職員

ハラスメントの防止と解決、怒りのコン
トロールについて学ぶ。

講義 1 月

カスタマーハラスメン
ト研修（市）

全職員 カスタマーハラスメントの基礎知識や
組織としての対応スキルを学び、職場環
境の向上を図る。

講義・演習 2 月

ＤＸ推進研修
（市）

全職員 各種情報施策の中から住民情報システ
ムの統一・標準化へ移行についての知識
を習得する

講義 8 月

ＩＣＴ基礎研修
（市）

主任以下の
職員

施策を実施する上で必要となるＩＣＴ
の基礎知識を習得する。

講義 7 月

プログラミング基礎研
修（市）

全職員 ＲＰＡシナリオ作成に必要となる基礎
的なプログラミング的思考を習得する。

講義・実習 7 月

RPA 操作研修（市） RPA 操作初
心者の職員

ＲＰＡの運用等にあたっての実践的な
知識・技術を習得する。

講義・実習 8 月

情報セキュリティ研修
（市）

全職員 正確かつ効率的な事務処理を遂行する
ため、必要な知識を学ぶ。

情報セキュリティ 9～12 月

コンプライアンス研修
(市)

全職員 職員の倫理意識を高めるとともに法令
遵守の徹底を図る。

講義 10 月

交通安全研修
(市)

全職員 職員一人一人の交通安全意識の高揚を
図り、交通事故の発生を未然に防止す
る。

講義 11 月

自殺対策職員研修
（市）

自殺対策庁
内検討委員
が所属する
課の一部
窓口がある
課の職員

市職員の自殺対策への意識啓発とゲー
トキーパーとしての役割を果たせる職
員の育成を図る。

講義、実習 10 月

普通救命講習会
（市）

全職員 命を救うために適切な心肺蘇生のやり
方や AED の使用方法を身につける。

講義・実習 9 月

障がい者差別解消法に
関する研修（市）

全職員 障がいを理由とする偏見や不平等をな
くし、市民の人権を尊重・擁護する意識
を高める。

講義 1 月

認知症サポーター養成
講座(市)

全職員 認知症の本人や家族にやさしいまちづ
くりを推進する意識を高める。

講義 9 月

実務研修
(市)

全職員 正確かつ効率的な事務処理を遂行する
ため、必要な知識を学ぶ。

法制執務 など 随時

要望研修
※詳細は別紙１のとおり

業務従事者 ・人事異動による新任事務従事者が関
わる事務の習得と業務への理解を促進
する。
・担当業務における課題等について必
要な研修を受講して即業務に反映させ
る。

講義、視察 など 随時
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研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

新採用職員向けの研修

新規採用職員前期研修
(市)

新規採用職
員

新発田市の職員として、基本的な知識や
心構えを学び、役割や責任を認識する。

市職員としての心構え、

人権問題、文書事務 など

4 月

新規採用職員後期研修
(市)

新規採用職
員

新発田市固有の行政課題やまちづくり
について学び、市職員としてのスキル
アップを図る。

同和問題、協働による
まちづくり、外国人支
援 など

10 月

若手職員向け研修

ステップアップ研修
（市）

採用 10 年以
内の職員

人間性、主体性、モチベーションの向上
を図り、持続性のある成長を促す。

講義・演習 7～3 月

健康管理に関する研修

管理監督者等メンタル
ヘルス研修
（市）

管理監督者
等

部下のメンタルヘルスに目を配るとと
もに不調者への関わりや復職支援にお
ける役割を学ぶ。

メンタルヘルス・復職
支援におけるそれぞ
れの役割

6 月

衛生管理者研修 衛生管理者
等

労働安全衛生の現状を確認し、全国レベ
ルの講師による最新の情報を吸収し、職
場の安全衛生に役立てる。

講義 10 月

衛生委員会・衛生管理
者等研修
（市）

衛生管理者
等、衛生委員
会委員等

衛生管理者等及び衛生委員会委員等が
職員の健康の現状について理解と知識
を習得する。

産業医による安全衛
生に関する講義

6 月

専門職に関する研修

保育士研修
（市）

保育士、幼稚
園教諭

市民ニーズに応え、よりよい保育環境を
つくるための知識や技術を習得する。

講義、実技 5～3 月

技士研修
（市）

維持管理技
士

道路、公園の整備、施設の修繕などの維
持管理について最新技術や技術知識を
習得する。

講義、実習 10 月

用務手研修
（市）

用務手 校舎（園舎）内外の環境整備、維持管理
に必要な知識・技術を習得し、円滑な学
校（園）運営に資する。

講義、実習 10 月

保健師研修
（市）

保健師 保健師が行政で活動することの意義を
確認し、部署間の連携及び協働により新
発田市の保健活動を有機的に展開し、そ
の専門性（予防活動）が発揮できるよう
にする。

講義 10・2 月

人権・同和問題に関する研修

男女共同参画社会形成研修
(市)

人権啓発・男
女共同参画
庁内推進員

男女共同参画社会実現に向け、行政職員
としての責任とその役割について認識
する。

講義、会議 11 月

同和問題研修
(市)

階層別
（係長・主任
以下（新採用
は除く）、課
長級）

市民の基本的人権を尊重し、市民の権利
を擁護する立場である市職員が、同和問
題の早期解決に向け、現状と課題を把握
することで、行政の役割と責任を自覚す
るとともに、差別を見抜く力を養い、積
極的に問題解決に取組む実践力を身に
つける。

講義、グループワーク 10 月
・12 月
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※対象職員を「希望者」とした研修について、業務の性質上、知識の習得を優先すべき職員がいる場合は指

名することがあります。

（２）派遣研修

専門知識と政策課題等の解決に必要な技法等修得のため専門研修機関に派遣

する。また、市職員に民間感覚を持ってもらうため、職員を民間企業に派遣する。

研 修 名 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

部落解放新潟県研究集
会

全職員 差別の現実を深く学び、部落差別をはじ
めさまざまな差別をなくす。

講演 10 月

新潟県人権保育研究集
会

保育士 部落差別をはじめとするあらゆる差別
の現実から学び、人権保育を創造する。

講演 10 月

部落解放関東女性集会 女性職員 部落解放と男女平等社会実現をめざし、
共同のとりくみを推しすすめる。

講演 9 月

人権・同和問題講演会
（人権啓発講座）（市）

全職員 人権意識の普及高揚を図るとともに、
様々な人権課題の啓発を目的とする。

講演 11 月

他団体主催講習会等

不当要求行為等防止責
任者講習会
(県警)

新任課長等 暴力団等から不当要求行為等の発生を
未然に防ぐとともに、事件発生時には組
織として毅然かつ適正迅速に対応でき
る体制を整備する。

講義、映像研修 5 月

新発田地域広域行政圏
構成市町職員研修
(新発田地域広域事務組
合)

採用５年以
内の職員

新発田地域における市町連携による広
域行政の現状を学び、広域行政の理解を
深める。

広域施設見学 9 月

新潟広域都市圏連携事
業（新潟市）

係長級の女
性職員

これからの働き方やキャリアを長期的
な視点で捉え、自分らしい働き方や価値
観（大切にしたいこと）を整理したり、
組織からの期待を改めて認識すること
などにより、前向きに今後のキャリアを
描く機会を持つ。

講義、演習、グループ
討議

9 月

研 修 先 対象職員 ね ら い 主な内容 予定時期

・市町村中央研修所
・市町村国際文化研修所

全職員
職務の専門知識を習得し、行政課題への
対応力を養う。

専門実務研修
行政課題研修

随時

民間企業

実 施 年 度
の 4月 1日
現 在 で 勤
続 年 数 が
１ 年 以 上
の者

・民間企業で研修することにより、普段
では得られない経験や気づきから、自ら
の業務姿勢を振り返り、職員の意識改革
と視野の拡大を図り、まごころ対応と５S
運動を向上させる。
・民間企業の優れた先見性、柔軟な発想
力、積極性を習得し、行政運営に反映させ
る。

【株式会社ハードオフ
コーポレーション】
・本部研修への参加
・店舗実習

未定

建 築 技 術
職員

民間企業の優れた技術を学び、専門分野
の技術力向上を図る。

民間建築確認検査機関 未定
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令和５年度 要望研修一覧

番号 研修名 課等名 区分内容

1
全国市議会議長会
職員研修

議会事務局 議会事務局の職員研修

2
北信越市議会議長会
事務局職員研修

議会事務局 議会事務局の職員研修

3
新潟県市議会議長会
事務局職員研修

議会事務局 議会事務局の職員研修

4 議員年金制度に関する説明会 議会事務局 議会事務局の職員研修

5 議会事務局職員のための基本実務講座（ＮＯＭＡ） 議会事務局 議会事務局の職員研修

6 ふるさと納税担当者研修 総務課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

7
ＮＯＭＡ行政管理講座「新任担当者のための秘書実
務」

総務課
新任事務従事者のための研
修

8 会計年度任用職員制度の基本と運用実務 人事課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

9 自治体財政運営講座 財務課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

10
地方公共団体における契約事務（リース・レンタル・業
務委託コース）

契約検査課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

11 新任情報化担当者セミナー 情報政策課
新任事務従事者のための研
修

12 人権啓発指導者養成講座 人権啓発課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

13 令和5年度　固定資産税課税事務（家屋）研修 税務課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

14 住民税の課税実務（個人住民税コース） 税務課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

15 固定資産の評価と課税実務（中級） 税務課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

16 ブロック別研修会 収納課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

17 消費者行政職員研修　職員講座（基礎力強化研修） 市民生活課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

18 戸籍事務の基本と窓口対応事例検討 市民生活課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

19 災害に強い地域づくりと危機管理 地域安全課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

20 地域脱炭素初任者研修 環境衛生課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

別紙１
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番号 研修名 課等名 区分内容

21 地域おこし協力隊受入自治体職員中級者向け研修会 市民まちづくり支援課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

22 多文化共生の実践コース 市民まちづくり支援課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

23 地域における妊娠・出産・育児の切れ目ない支援 健康推進課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

24 日本自殺予防学会総会（シンポジウム、講演） 健康推進課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

25 保健指導担当者研修会 健康推進課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

26 令和5年度都道府県及び市町村国保主管課職員研修 保険年金課
新任事務従事者のための研
修

27 社会福祉法人への指導監査【制度・運営編】 高齢福祉課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

28 介護保険施設等における指導監査のポイント 高齢福祉課
新任事務従事者のための研
修

29 社会福祉法人監査のための会計基準のポイント こども課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

30 児童虐待防止研修 こども課
新任事務従事者のための研
修

31 福祉行政新任職員研修 社会福祉課
新任事務従事者のための研
修

32 福祉機器専門職員研修会 社会福祉課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

33 公的扶助研究会等研修 社会福祉課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

34 食品衛生責任者養成講習会 新発田駅前複合施設
新任事務従事者のための研
修

35 道の駅視察 観光振興課 先進地視察

36 堆肥ペレット造粒機実地研修 農林水産課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

37 森林経営管理制度の実務研修 農林水産課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

38 開発許可専門 地域整備課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

39 官民境界確定をめぐる法律実務と紛争対応のあり方 地域整備課
新任事務従事者のための研
修

40 道路管理 維持管理課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修
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番号 研修名 課等名 区分内容

41
宮城県多賀城市「多賀城跡あやめ園」、山形県長井市
「長井あやめ公園」の視察

維持管理課 先進地視察

42 建築確認実践研修〔意匠・設備コース〕 建築課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

43 景観まちづくり【ライブ研修】 建築課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

44 専門課程　国土調査研修（標準コース） 財産管理課
新任事務従事者のための研
修

45 用地職員【基礎編】研修 財産管理課
新任事務従事者のための研
修

46 用地職員【土地評価編】研修 財産管理課
新任事務従事者のための研
修

47 用地職員【建物等調査算定編】研修 財産管理課
新任事務従事者のための研
修

48 下水道における浸水対策 下水道課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

49 地方自治体における公金管理・運用の基礎 会計課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

50 廃校利用先進地視察 教育総務課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

51 指導と評価大学講座、実践教育・心理検査基礎講座 学校教育課
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

52 アーカイブ機関先進地視察 歴史図書館 先進地視察

53
令和5年度全国市区選挙管理委員会連合会定期大
会、選挙事務研究会

選挙管理委員会事務
局

行政委員会の職員研修

54 令和5年度新潟県内市選挙管理委員会連合会総会
選挙管理委員会事務
局

行政委員会の職員研修

55
令和5年度新潟県内市選挙管理委員会連合会
職員研修会

選挙管理委員会事務
局

行政委員会の職員研修

56 新潟県内市選挙管理委員会連合会事務局長会議
選挙管理委員会事務
局

行政委員会の職員研修

57 選挙管理事務の実務講座
選挙管理委員会事務
局

行政委員会の職員研修

58
新潟県都市監査委員会
事務職員研修会

監査委員事務局 行政委員会の職員研修

59
新潟県都市監査委員会
事務局長会議

監査委員事務局 行政委員会の職員研修

60 NOMA「監査事務研修」 監査委員事務局 行政委員会の職員研修
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番号 研修名 課等名 区分内容

61 新潟県公平委員会連合会書記長会議 監査委員事務局 行政委員会の職員研修

62 NOMA「固定資産の評価と審査の法律実務」 監査委員事務局 行政委員会の職員研修

63 固定資産評価審査委員会運営研修会 監査委員事務局 行政委員会の職員研修

64 農業委員会職員全国研究会 農業委員会事務局 行政委員会の職員研修

65 安全運転管理者管理者等講習 水道局
法律等に基づいて資格取
得、責任者設置などを行うた
めの研修

66 公営企業の経営 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

67 水道基礎講座 水道局
新任事務従事者のための研
修

68 水道事業事務研修会　経営中級コース 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

69 水道料金算定実務研修会 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

70 水道事業実務講習会 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

71 公営企業会計研修 水道局
新任事務従事者のための研
修

72 消費税実務講座 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

73 水道事業管理職事務研修会 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

74 新任水道事業管理者研修会 水道局
新任事務従事者のための研
修

75 水道講習会 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

76 実務（事務）講習会 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

77 水道技術管理者研修 水道局
法律等に基づいて資格取
得、責任者設置などを行うた
めの研修

78 水道技術管理者研修会 水道局
法律等に基づいて資格取
得、責任者設置などを行うた
めの研修

79 配管設計講習会 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修

80 実務（技術）講習会 水道局
業務課題・担当業務充実を目
的とした研修
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番号 研修名 課等名 区分内容

81 第一種電気工事士定期講習 水道局
法律等に基づいて資格取得、責

任者設置などを行うための研修


